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(百万円未満切捨て)

１．2022年３月期第３四半期の連結業績（2021年４月１日～2021年12月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期第３四半期 181,296 17.2 △4,982 － △4,538 － △5,452 －

2021年３月期第３四半期 154,667 △37.7 2,116 △88.1 2,739 △85.5 1,546 △87.8
(注)包括利益 2022年３月期第３四半期 △6,773百万円(－％) 2021年３月期第３四半期 2,990百万円(△75.9％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年３月期第３四半期 △52.09 ―
2021年３月期第３四半期 14.53 ―

　

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年３月期第３四半期 216,255 93,618 43.0

2021年３月期 226,568 103,509 45.4
(参考) 自己資本 2022年３月期第３四半期 93,046百万円 2021年３月期 102,963百万円
　　

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年３月期 ― 0.00 ― 10.00 10.00

2022年３月期 ― 20.00 ―

2022年３月期(予想) 20.00 40.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
　　

　

３．2022年３月期の連結業績予想（2021年４月１日～2022年３月31日）

(％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 267,000 15.3 △3,600 － △3,300 － △4,800 － △45.85
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
　

　　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

新規 ―社（社名） 、除外 ―社（社名）

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（注）詳細は【添付資料】８ページ「２．四半期連結財務諸表及び主な注記 （３）四半期連結財務諸表に関す

る注記事項（会計方針の変更）」をご覧ください。

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年３月期３Ｑ 106,761,205株 2021年３月期 106,761,205株

② 期末自己株式数 2022年３月期３Ｑ 2,074,230株 2021年３月期 2,112,262株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年３月期３Ｑ 104,669,180株 2021年３月期３Ｑ 106,494,128株

　
（注）期末自己株式数及び期中平均株式数の算定上控除する自己株式数には、役員報酬ＢＩＰ信託が保有する当社

　 株式が含まれております。

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績
等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっ
ての注意事項等については、【添付資料】２ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想な
どの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。

　

　　



（参考）個別業績の概要

１．2022年３月期第３四半期の個別業績（2021年４月１日～2021年12月31日）

（１）個別経営成績(累計) (％表示は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期第３四半期 171,271 18.9 △5,501 ― △4,983 ― △5,707 ―

2021年３月期第３四半期 144,004 △37.4 1,423 △91.1 1,727 △89.5 870 △92.1

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年３月期第３四半期 △54.53 ―

2021年３月期第３四半期 8.17 ―

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年３月期第３四半期 197,276 79,953 40.5

2021年３月期 207,090 90,442 43.7

(参考)自己資本 2022年３月期第３四半期 79,953 百万円 2021年３月期 90,442百万円

２．2022年３月期の個別業績予想（2021年４月１日～2022年３月31日）
(％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 250,000 15.6 △4,600 ― △4,500 ― △5,600 ― △53.49

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 : 無

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は

様々な要因により大きく異なる可能性があります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響が見られるなか、景気は厳

しい状況が徐々に緩和され、企業収益、雇用者数に持ち直しの動きが見られました。

建設業界におきましては、政府建設投資および民間建設投資が前年から微増となる見込みであり、その中でも、

新型コロナウイルス感染症の影響によりＥコマースの普及が一層進み、倉庫・物流施設については堅調に推移して

おりました。

　このような情勢下におきまして当社グループは、当期が初年度となる「長期経営計画“To zero, from

zero.”」に基づき、国内土木・建築・建築リニューアル事業を「コア事業」、国際・不動産・新規事業を「戦略

事業」と位置づけ、人材とデジタル技術を競争優位の源泉として３つの提供価値（「脱炭素」「廃棄物ゼロ」「防

災・減災」）を軸とした５つの重点戦略（「東急建設ブランドの訴求・確立」「コア事業の深化」「戦略事業の成

長」「人材・組織戦略」「財務・資本戦略」）に取り組んでまいりました。

　当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高は181,296百万円（前年同四半期比17.2％増）となりました。損益

面では、2021年７月26日に公表いたしました「施工中工事における基礎杭の先端不良について」に係る損失見込み

額を計上したこと、また、過年度に引渡した土木工事および建築工事に係る瑕疵補修費用の見込み額を計上したこ

となどにより、営業損失は4,982百万円（前年同四半期は2,116百万円の営業利益）、経常損失は4,538百万円（前

年同四半期は2,739百万円の経常利益）となりました。これに、税金費用等を加味した結果、親会社株主に帰属す

る四半期純損失は5,452百万円（前年同四半期は1,546百万円の親会社株主に帰属する四半期純利益）となりまし

た。

なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の

期首より適用しております。詳細については、「２．四半期連結財務諸表及び主な注記（３）四半期連結財務諸表

に関する注記事項（会計方針の変更）」をご参照ください。

（２）財政状態に関する説明

当第３四半期連結会計期間末の資産の部につきましては、受取手形・完成工事未収入金等が13,470百万円増加し

た一方、未成工事支出金が9,801百万円、その他（流動資産）が7,760百万円、現金預金が3,015百万円それぞれ減

少したことなどにより、資産合計は前連結会計年度末と比較して10,312百万円減少（4.6％減）し、216,255百万円

となりました。

　負債の部につきましては、工事損失引当金が6,254百万円増加した一方、短期借入金が5,071百万円、預り金が

3,452百万円それぞれ減少したことなどにより、負債合計は前連結会計年度末と比較して422百万円減少（0.3％

減）し、122,636百万円となりました。

　純資産の部につきましては、親会社株主に帰属する四半期純損失を5,452百万円計上したことや、配当を3,142百

万円実施したことなどにより、株主資本は8,562百万円減少しました。また、株式相場の影響によりその他有価証

券評価差額金が1,601百万円減少したことなどにより、その他の包括利益累計額は1,355百万円減少しました。この

結果、純資産合計は前連結会計年度末と比較して9,890百万円減少（9.6％減）し、93,618百万円となりました。

　なお、自己資本は93,046百万円となり、自己資本比率は前連結会計年度末と比較して2.4ポイント減少し、43.0

％となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

わが国経済の今後の見通しにつきましては、感染対策に万全を期し、経済社会活動を継続していく中で、各種政

策の効果や海外経済の改善もあり、持ち直していくことが期待されますが、供給面での制約や原材料価格の動向に

よる下振れリスク、新型コロナウイルス感染症の変異株による影響に十分注意する必要があります。

　今後の国内建設市場につきましては、引き続き新型コロナウイルス感染症の影響が懸念されるとともに、建設市

場固有の課題として、新設等を主体とした「フロー」型から維持・修繕等の「ストック」型への需要の質的変化

や、高齢の建設就労者の大量退職による人材不足が深刻化することが予想され、長時間労働の解消や働き方改革の

実現等への対応が求められるなど、構造変革が迫られております。

　このような情勢下におきまして当社グループでは、新型コロナウイルス感染症の影響を見極め適切な対応を図り

つつ、「長期経営計画“To zero, from zero.”」に基づき、国内土木・建築・建築リニューアル事業を「コア事

業」、国際・不動産・新規事業を「戦略事業」と位置づけ、既存事業の深掘りと新規分野の模索など「知の深化」

と「知の探索」を実践してまいります。また、人材とデジタル技術を競争優位の源泉として、３つの提供価値
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（「脱炭素」「廃棄物ゼロ」「防災・減災」）を軸とし、この３つの提供価値と人材・デジタル技術の競争優位構

築による「東急建設ブランドの訴求・確立」をはじめとする５つの重点戦略を実行することで当社グループの持続

的な企業価値向上を目指してまいります。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 34,173 31,158

受取手形・完成工事未収入金等 94,089 107,559

未成工事支出金 17,986 8,184

不動産事業支出金 0 34

販売用不動産 21 21

材料貯蔵品 61 59

その他 12,169 4,409

貸倒引当金 △47 △68

流動資産合計 158,454 151,360

固定資産

有形固定資産

土地 23,718 22,705

その他（純額） 10,624 9,905

有形固定資産合計 34,342 32,610

無形固定資産 1,202 1,244

投資その他の資産

投資有価証券 29,816 28,022

長期貸付金 30 26

繰延税金資産 115 438

その他 2,604 2,551

貸倒引当金 △0 △0

投資その他の資産合計 32,568 31,039

固定資産合計 68,113 64,894

資産合計 226,568 216,255

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 39,349 36,538

電子記録債務 12,240 17,967

短期借入金 5,172 101

未払法人税等 3 390

未成工事受入金 13,331 13,484

不動産事業受入金 1 34

完成工事補償引当金 4,749 6,096

工事損失引当金 1,804 8,058

賞与引当金 1,801 894

預り金 14,860 11,407

その他 1,731 1,211

流動負債合計 95,046 96,185

固定負債

長期借入金 21,582 21,471

繰延税金負債 201 6

役員株式給付引当金 49 46

不動産事業等損失引当金 4,200 2,920

退職給付に係る負債 733 736

その他 1,246 1,269

固定負債合計 28,012 26,450

負債合計 123,058 122,636
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 16,354 16,354

資本剰余金 3,893 3,902

利益剰余金 77,344 68,748

自己株式 △1,154 △1,131

株主資本合計 96,437 87,874

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 7,153 5,552

為替換算調整勘定 △81 △107

退職給付に係る調整累計額 △545 △273

その他の包括利益累計額合計 6,526 5,171

非支配株主持分 545 572

純資産合計 103,509 93,618

負債純資産合計 226,568 216,255
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

売上高

完成工事高 152,959 179,582

不動産事業等売上高 1,708 1,714

売上高合計 154,667 181,296

売上原価

完成工事原価 140,586 173,809

不動産事業等売上原価 1,200 1,062

売上原価合計 141,787 174,871

売上総利益

完成工事総利益 12,372 5,772

不動産事業等総利益 507 652

売上総利益合計 12,879 6,424

販売費及び一般管理費 10,763 11,407

営業利益又は営業損失（△） 2,116 △4,982

営業外収益

受取利息 16 17

受取配当金 164 160

持分法による投資利益 821 367

その他 36 140

営業外収益合計 1,038 685

営業外費用

支払利息 143 121

為替差損 164 －

その他 107 119

営業外費用合計 416 240

経常利益又は経常損失（△） 2,739 △4,538

特別利益

固定資産売却益 － 399

特別利益合計 － 399

特別損失

固定資産除却損 － 34

投資有価証券評価損 306 37

減損損失 － 19

特別損失合計 306 90

税金等調整前四半期純利益又は
税金等調整前四半期純損失（△）

2,432 △4,229

法人税、住民税及び事業税 319 967

法人税等調整額 546 219

法人税等合計 865 1,186

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,567 △5,416

非支配株主に帰属する四半期純利益 20 36

親会社株主に帰属する四半期純利益又は
親会社株主に帰属する四半期純損失（△）

1,546 △5,452
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,567 △5,416

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 1,617 △1,672

為替換算調整勘定 △68 48

退職給付に係る調整額 260 114

持分法適用会社に対する持分相当額 △386 151

その他の包括利益合計 1,423 △1,357

四半期包括利益 2,990 △6,773

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 2,974 △6,807

非支配株主に係る四半期包括利益 16 33
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　 該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（会計方針の変更）

　 （収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。収益認識会

計基準等の適用による主な変更点は以下のとおりです。

工事契約に関して、これまで工事の進捗部分について成果の確実性が認められる場合には、工事進行基準を、

それ以外の工事や工期がごく短い工事等については工事完成基準を適用しておりました。これを第１四半期連結

会計期間の期首より、財又はサービスに対する支配が顧客に一定の期間にわたり移転する場合には、履行義務を

充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。履行義務の充足に係る進捗度

の測定は、各報告期間の期末日までに発生した工事原価が、予想される工事原価の合計に占める割合に基づいて

行っております。また、履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができないが、発生する費用を回

収することが見込まれる場合は、原価回収基準にて収益を認識しております。なお、契約における取引開始日か

ら完全に履行義務を充足すると見込まれる時点までの期間がごく短い工事契約等については代替的な取扱いを適

用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従い、

第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連結

会計期間の期首の利益剰余金に加減する方法にて、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

この結果、利益剰余金の当期首残高に与える影響はありません。また、当第３四半期連結累計期間の売上高は

2,412百万円、売上原価は2,412百万円それぞれ増加しましたが、営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純

損失に与える影響はありません。

　 （時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与え

る影響はありません。

（追加情報）

（会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響の考え方）

前連結会計年度の有価証券報告書の（追加情報）（会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の

影響の考え方）に記載した、会計上の見積りを行う上での仮定について重要な変更はありません。

なお、新型コロナウイルス感染症は不確実性が高く、更に長期化した場合は、建設市場の縮小、顧客による事

業計画の見直し、施工中案件の工事中断等、当連結会計年度の財政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があり

ます。

　



東急建設㈱(1720) 2022年３月期 第３四半期決算短信

9

３．補足情報

（１）受注高・売上高・売上総利益・繰越高の状況(個別)

① 受 注 高 (単位：百万円)

区 分

前第３四半期累計期間 当第３四半期累計期間

比較増減 増減率

前事業年度

(
自 2020年４月１日

至 2020年12月31日
) (

自 2021年４月１日

至 2021年12月31日
) (

自 2020年４月１日

至 2021年３月31日
)

金 額 （ 構成比 ) 金 額 （ 構成比 ) 金 額 （ 構成比 )

建

築

国 内 官 公 庁 5,320 （ 2.9％) 10,187 （ 5.9％) 4,866 91.5％ 5,731 （ 1.9％)

国 内 民 間 140,797 （ 75.7 ) 122,461 （ 70.8 ) △18,335 △13.0 235,125 （ 76.6 )

　内 一 般 民 間 123,869 （ 66.6 ) 94,285 （ 54.5 ) △29,584 △23.9 209,636 （ 68.3 )

　内東急グループ 16,927 （ 9.1 ) 28,176 （ 16.3 ) 11,248 66.4 25,488 （ 8.3 )

海 外 623 （ 0.3 ) 906 （ 0.5 ) 283 45.4 2,063 （ 0.7 )

計 146,740 （ 78.9 ) 133,555 （ 77.2 ) △13,185 △9.0 242,920 （ 79.2 )

土

木

国 内 官 公 庁 27,438 （ 14.7 ) 25,345 （ 14.6 ) △2,093 △7.6 37,099 （ 12.1 )

国 内 民 間 10,949 （ 5.9 ) 13,167 （ 7.6 ) 2,218 20.3 25,184 （ 8.2 )

内 一 般 民 間 7,729 （ 4.2 ) 6,839 （ 4.0 ) △890 △11.5 20,752 （ 6.8 )

　内東急グループ 3,220 （ 1.7 ) 6,328 （ 3.6 ) 3,108 96.5 4,432 （ 1.4 )

海 外 937 （ 0.5 ) 1,000 （ 0.6 ) 62 6.7 1,429 （ 0.5 )

計 39,325 （ 21.1 ) 39,513 （ 22.8 ) 187 0.5 63,713 （ 20.8 )

建
設
事
業
計

国 内 官 公 庁 32,758 （ 17.6 ) 35,532 （ 20.5 ) 2,773 8.5 42,831 （ 14.0 )

国 内 民 間 151,747 （ 81.6 ) 135,629 （ 78.4 ) △16,117 △10.6 260,309 （ 84.8 )

　内 一 般 民 間 131,599 （ 70.8 ) 101,124 （ 58.5 ) △30,474 △23.2 230,389 （ 75.1 )

　内東急グループ 20,147 （ 10.8 ) 34,504 （ 19.9 ) 14,356 71.3 29,920 （ 9.7 )

海 外 1,560 （ 0.8 ) 1,906 （ 1.1 ) 345 22.2 3,492 （ 1.2 )

計 186,066 （ 100.0 ) 173,068 （ 100.0 ) △12,997 △7.0 306,633 （ 100.0 )

不動産事業等 － （ － ) － （ － ) － － － （ － )

合 計 186,066 （ 100.0 ) 173,068 （ 100.0 ) △12,997 △7.0 306,633 （ 100.0 )
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② 売 上 高 (単位：百万円)

区 分

前第３四半期累計期間 当第３四半期累計期間

比較増減 増減率

前事業年度

(
自 2020年４月１日

至 2020年12月31日
) (

自 2021年４月１日

至 2021年12月31日
) (

自 2020年４月１日

至 2021年３月31日
)

金 額 （ 構成比 ) 金 額 （ 構成比 ) 金 額 （ 構成比 )

建

築

国 内 官 公 庁 10,896 （ 7.6％) 4,511 （ 2.6％) △6,385 △58.6％ 13,411 （ 6.2％)

国 内 民 間 80,464 （ 55.9 ) 126,309 （ 73.8 ) 45,844 57.0 125,430 （ 58.0 )

　内 一 般 民 間 68,932 （ 47.9 ) 109,161 （ 63.8 ) 40,228 58.4 104,328 （ 48.2 )

　内東急グループ 11,532 （ 8.0 ) 17,148 （ 10.0 ) 5,616 48.7 21,101 （ 9.8 )

海 外 30 （ 0.0 ) 276 （ 0.2 ) 245 810.7 150 （ 0.1 )

計 91,391 （ 63.5 ) 131,097 （ 76.6 ) 39,705 43.4 138,991 （ 64.3 )

土

木

国 内 官 公 庁 29,635 （ 20.5 ) 23,784 （ 13.9 ) △5,850 △19.7 44,019 （ 20.3 )

国 内 民 間 14,677 （ 10.2 ) 11,312 （ 6.6 ) △3,364 △22.9 22,943 （ 10.6 )

内 一 般 民 間 9,235 （ 6.4 ) 8,585 （ 5.0 ) △650 △7.0 14,545 （ 6.7 )

　内東急グループ 5,441 （ 3.8 ) 2,727 （ 1.6 ) △2,714 △49.9 8,397 （ 3.9 )

海 外 7,131 （ 5.0 ) 3,842 （ 2.2 ) △3,289 △46.1 8,606 （ 4.0 )

計 51,444 （ 35.7 ) 38,939 （ 22.7 ) △12,504 △24.3 75,568 （ 34.9 )

建
設
事
業
計

国 内 官 公 庁 40,532 （ 28.1 ) 28,296 （ 16.5 ) △12,235 △30.2 57,430 （ 26.5 )

国 内 民 間 95,142 （ 66.1 ) 137,622 （ 80.4 ) 42,479 44.6 148,373 （ 68.6 )

　内 一 般 民 間 78,167 （ 54.3 ) 117,746 （ 68.8 ) 39,578 50.6 118,874 （ 54.9 )

　内東急グループ 16,974 （ 11.8 ) 19,875 （ 11.6 ) 2,901 17.1 29,499 （ 13.7 )

海 外 7,162 （ 5.0 ) 4,118 （ 2.4 ) △3,043 △42.5 8,757 （ 4.1 )

計 142,836 （ 99.2 ) 170,037 （ 99.3 ) 27,200 19.0 214,560 （ 99.2 )

不動産事業等 1,167 （ 0.8 ) 1,233 （ 0.7 ) 66 5.7 1,684 （ 0.8 )

合 計 144,004 （ 100.0 ) 171,271 （ 100.0 ) 27,267 18.9 216,245 （ 100.0 )

③ 売上総利益 (単位：百万円)

区 分

前第３四半期累計期間 当第３四半期累計期間

比較増減 増減率

前事業年度

(
自 2020年４月１日

至 2020年12月31日
) (

自 2021年４月１日

至 2021年12月31日
) (

自 2020年４月１日

至 2021年３月31日
)

金 額 （ 利益率 ) 金 額 （ 利益率 ) 金 額 （ 利益率 )

建 築 7,245 （ 7.9％) 9,013 （ 6.9％) 1,768 24.4％ 11,822 （ 8.5％)

土 木 4,135 （ 8.0 ) △4,274 （△11.0 ) △8,409 △203.4 6,031 （ 8.0 )

建設事業計 11,380 （ 8.0 ) 4,739 （ 2.8 ) △6,641 △58.4 17,854 （ 8.3 )

不動産事業等 405 （ 34.7 ) 590 （ 47.9 ) 185 45.8 △1,336 （△79.4 )

合 計 11,786 （ 8.2 ) 5,330 （ 3.1 ) △6,455 △54.8 16,517 （ 7.6 )

④ 繰 越 高 (単位：百万円)

区 分

前第３四半期会計期間 当第３四半期会計期間

比較増減 増減率

前事業年度

(2020年12月31日現在) (2021年12月31日現在) (2021年３月31日現在)

金 額 （ 構成比 ) 金 額 （ 構成比 ) 金 額 （ 構成比 )

建 築 188,356 （ 63.9％) 237,911 （ 71.6％) 49,555 26.3％ 236,935 （ 69.0％)

土 木 106,412 （ 36.1 ) 94,582 （ 28.4 ) △11,829 △11.1 106,676 （ 31.0 )

建設事業計 294,768 （ 100.0 ) 332,493 （ 100.0 ) 37,725 12.8 343,611 （ 100.0 )

不動産事業等 － （ － ) － （ － ) － － － （ － )

合 計 294,768 （ 100.0 ) 332,493 （ 100.0 ) 37,725 12.8 343,611 （ 100.0 )
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（２）受注予想(個別)

（単位：百万円）

区 分
通 期

金 額 増減率

2022年３月期予想

建 築 200,000 △17.7％

土 木 57,000 △10.5

合 計 257,000 △16.2

2021年３月期実績

建 築 242,920 88.7

土 木 63,713 △1.4

合 計 306,633 58.6

　 (注) ％表示は、対前期増減率を示しております。

　


